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9. 生活行動パターンを模擬した被ばく評価 

 

9.1 調査目的 

従来、避難指示区域の設定時などに参照された被ばく線量は、一律の生活行動パターン

（屋内で 16 時間、屋外で 8 時間滞在）を仮定し、居住地の空間線量率の積算値として推計さ

れてきた。一方、従来の調査研究によれば、個人線量は空間線量率の積算値に比べて低い傾向

にあることに加え、同じ居住地であっても個々の住民の生活や行動によってばらつきがあるこ

とが確認されている 38)。平成 25 年に原子力規制委員会から示された「帰還に向けた安全・安

心対策に関する基本的考え方」において、個人線量に基づいた被ばく線量の低減対策や健康管

理が重要とされている。個人線量を把握するには個人線量計を携行して実測する必要があるが、

これはすでに避難指示が解除されている地域に限定される手法であり、今後避難指示が解除さ

れる地域で実施することは困難である。また、避難指示が解除された地域においても、特定の

生活行動パターンにおける被ばく線量をあらかじめ把握したいとの要望があり、個人線量計に

よらない被ばく線量の推計が求められている。 

本調査は、自治体や住民に対するリスクコミュニケーションや不安対策に資するため、特

定復興再生拠点区域や帰還困難区域等において設定した生活行動パターン（生活経路及び各経

路における滞在時間）ごとに、実測した空間線量率を用いて被ばく線量を推計することを目的

とした。 

 

9.2 調査手法 

生活行動パターンごとの被ばく線量評価は、大きく分けて「生活行動パターンの設定」、

「被ばく線量の算出」及び「評価結果の図表化と説明資料の作成」という 3 つの作業からなる。 

 

9.2.1 生活行動パターンの設定 

本調査に参加した 3 自治体（富岡町、大熊町、浪江町）を対象にヒアリングを実施し、自

治体が要望する生活行動パターン（以下「自治体設定パターン」という。）を設定した。加

えて、職業・就学別人口割合や職業・就学カテゴリーごとの生活時間について統計情報を

考慮し、対象地域における標準的な生活行動パターン（以下「標準パターン」という。）を

設定した。 

自治体設定パターンは生活行動の平日と休日の違い、季節による違いを考慮して対象者 1

人につき 2～4 パターンを想定して設定した。標準パターンは、対象者 1 人につき平日と休

日の 2 パターンとし、特定復興再生拠点区域及び帰還困難区域（特定復興再生拠点区域を除

く）のそれぞれについて設定した。参加自治体のうち、浪江町については室原と川房を境

に北西側地域と南東側地域に分割して標準パターンを設定した。各パターンの設定数を表

9-1 に示す。 

標準パターンの設定に際しては、以下に示す「①代表的な職業・就学カテゴリー」、「②

職業・就学カテゴリーごとの生活時間」及び「③移動手段」の順で条件を決定した。 
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①代表的な職業・就学カテゴリー 

平成 22 年国勢調査 39) の人口等基本集計及び産業等基本集計より、特定復興再生拠点区域

をもつ 6 自治体（富岡町・大熊町・双葉町・浪江町・葛尾村・飯舘村）について、自治体ご

とに職業・就学別人口割合を算出した。就業人口割合が高かった職業及び放射線の影響を

受けやすい未就学児・小学生を対象に、代表的な 10 種の職業・就学カテゴリー（幼児、幼

稚園児、保育園児、小学生、農業従事者、建設業従事者、製造業従事者、販売職・サービ

ス職、医療・福祉従事者、主婦）を抽出した。抽出した職業・就学カテゴリーの人口割合

は、6 自治体の全人口の約 60%を占める。 

 

②職業・就学カテゴリーごとの生活時間 

小学生及び職業カテゴリーについては NHK 放送文化研究所「国民生活時間調査」40) を

参考に、未就学児についてはベネッセ教育総合研究所「幼児の生活アンケート第 6 回」41) 、

ベネッセ教育総合研究所「子どもの生活リズムと健康・学習習慣に関する調査」42)及び

NHK 放送文化研究所「幼児生活時間調査」43) を参考にして、各行動に対する平均時間量を

設定した。設定した平均時間量を基に職業・就学カテゴリーごとに終日のタイムスケジュ

ールを平日及び休日のそれぞれについて設定した（図 9-1 参照）。なお、0:00〜7:30 及び

19:30〜0:00 の時間帯については全カテゴリーで「自宅」とした。 

 

③移動手段 

令和３年国土交通省都市局「全国都市交通特性調査」の個人属性別・目的別・代表交通

手段別原単位（年齢 10 歳刻み）／経年分析／Ｒ３手段分担率（グロス）44)より、年齢階層、

曜日、移動目的ごとに利用率が最も高い移動手段をもとに設定した。「小学生」の平日の移

動手段は「徒歩」、大人の平日の移動手段は「自動車」、全職業・就学カテゴリーの休日の

移動手段は「自動車」とした。5 歳未満のデータがないため、幼児、幼稚園児及び保育園児

は保護者に同行すると仮定し、「自動車」で移動することとした。 

 

9.2.2 被ばく線量の算出 

自治体設定パターン、標準パターンにおける被ばく線量は、自然ガンマ線の影響を除いた

追加被ばく線量として、以下の式(17)～(19)により求めた。 

Ey  = ∑ ሺ𝐷ௗ௡ ൈ 𝑁௡ሻ௡  × CF － BE  (17) 

ここで 

Ey：年間の追加被ばく線量（実効線量ベース）（mSv） 

Ddn：パターン n における、一日間の積算空間線量（mSv） 

Nn：年間におけるパターン n の日数（day） 

CF：空間線量から実効線量への換算係数（成人の場合は 0.6、小中高生で

ある場合は 0.7、幼児である場合は 0.8 とした 45)） 

BE：自然ガンマ線に由来する実効線量（年間）（mSv/y） 

ここで標準パターンのNnは、平日を 245日間、休日を 120日間として計算した。BEは、



 

119 

市町村ごとの天然核種由来の空間線量率 46)に実効線量換算係数を乗じて算出した。 

Ddn は、以下の式により求めた。 

Ddn = ∑ ሺ𝐷௜ ൈ 𝑉௜ሻ௜ ൊ 1000 (18) 

ここで 

Di：地点 i の空間線量率（Sv/h） 

Vi：地点 i での滞在時間（h） 

Di を、地点 i が屋内と屋外の場合で、それぞれ Di,in、Di,out とし、Di,in は、以下の式によ

り求めた。 

Di,in = (Di,out － BGout) × RF + BGin (19) 

ここで 

Di,out：本分布状況調査の走行・歩行サーベイで得られた地点 i の屋外空間

線量率（Sv/h） 

RF：低減係数（屋外の線量率に対する屋内の線量率の比）47)
2 F 

BGout：屋外での自然ガンマ線に由来する空間線量率（Sv/h） 

BGin：屋内での自然ガンマ線に由来する空間線量率（Sv/h） 

 

BGout と BGin は、本調査において同等であると仮定し、市町村ごとに評価された天然核

種由来の屋外空間線量率 46)を計算に用いた。従って、本調査の Di,in では建物による屋外自

然ガンマ線の遮へい及び建築材料中天然放射性核種からの放射線被ばくは無視している。ま

た鉄道経路での空間線量率は、KURAMA-II システムを携行し、上り線、下り線の双方の

車中で測定した後、乗車駅−降車駅間の平均値を求めた（表 9-2 参照）。 

標準パターンの被ばく線量は、各地域の代表的な被ばく線量を評価するために、特定復興

再生拠点区域内及び帰還困難区域（特定復興再生拠点区域を除く）内それぞれにおける、土

地利用種別が居住域（農用地、建物用地、道路、鉄道、その他用地）に該当するエリアの空

間線量率中央値及び 95%値を用いて推定した。土地利用種別は令和 3 年度国土数値情報土

地利用細分メッシュデータを基に判別した。 

各自治体で評価に用いた空間線量率を表 9-3 に示す。併せて各エリアの居住域に含まれる

全道路の距離に対する、本調査で測定された道路距離の割合（道路測定割合）を示す。道路

測定割合はいずれの地域でも 50%以上であり、概ね各地域の空間線量率の代表性が得られ

たものと考える。 

 

9.2.3 評価結果の図表化と説明資料の作成 

令和 6 年度調査で取得した空間線量率測定結果を用いて 9.2.2 項において計算した自治体

が想定した個々の生活行動パターンに対応した被ばく線量について図表化し、自治体向け

説明資料を別途作成した。 

生活行動パターンを模擬した被ばく評価に係る令和 6 年度調査スケジュールを図 9-2 に、

平成 26 年度以降各年度の自治体別評価マップ数に関する成果実績を表 9-4 に示す。 
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表 9-1 自治体設定パターン及び標準パターンの設定数     

 自治体 自治体設定パターン 標準パターン 標準パターン設定数内訳 

    職業数×（平日+休日）×エリア数 

 富岡町 94（47 人）* 40（20 人）* 10×2×2 

 大熊町 167（83 人） 40（20 人） 10×2×2 

 浪江町 60（29 人） 80（40 人） 10×2×4 

 合計 321（159 人） 160（80 人）  

*（ ）内は対象人数 

 

表 9-2 常磐線駅区間の空間線量率（単位：Sv/h） 

 
 

表 9-3 特定復興再生拠点区域及び帰還困難区域の自治体ごとの空間線量率代表値 

避難指示区分 自治体 
空間線量率

中央値

（Sv/h） 

空間線量率

95%値

（Sv/h） 
メッシュ数 道路測定割合 

特定復興再生

拠点区域 

富岡町 0.39 0.80 269 60% 
大熊町 0.42 1.14 575 63% 
浪江町 

（北西側地域） 
0.73 1.82 332 98% 

浪江町 

（南東側地域） 
0.44 1.31 266 51% 

帰還困難区域 

富岡町 0.65 1.77 141 66% 
大熊町 1.10 3.49 466 75% 
浪江町 

（北西側地域） 
1.11 2.89 320 79% 

浪江町 

（南東側地域） 
1.03 4.89 271 73% 
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表 9-4 各年度（平成 26 年度～令和 6 年度）における自治体別評価マップ数 

   実施主体：HSE*1        実施主体：JAEA*1 

 H26  H27  H28  H29  H30  H31  R2  R3  R4  R5  R6 

自治体 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024  

 自治体*2 自治体 自治体 自治体 自治体 自治体 自治体 自治体 標準*3 自治体 標準 自治体 標準 自治体 標準 

川俣町  −   63  22 −  80   44 − − − − − − − − − 

楢葉町  15 − 110 − − − −  − − − − − − − − 

冨岡町  −   30  65   72   60    40  98    64      84   64  48  94 40   94  40 

大熊町  − −  51  −  24   56  146 102       76  118  56 155 40 167  40 

双葉町  − − −  46  54   46  − −       52  −  52 − − − − 

浪江町  − −  59  62   62    36   56   24       92    28  48  52  60   60  80 

葛尾村  −   13 − 166  − 156   − 204       92  199  48 −  40 − − 

合計 15 106 307 346 280  378  300  394  396  409  252 301 180 321 160 

         790 661 481 481 

*1 株式会社日立ソリューションズ東日本を HSE、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構を JAEA と略す。 

*2 自治体：自治体が要望した生活行動パターンである「自治体設定パターン」を意味する。平成 26 年度から令和 2 年度までは「自治体設

定パターン」のみであった。 

*3 標準：対象地域における標準的な生活行動パターンである「標準パターン」を意味する。 
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図 9-1 標準パターンにおける終日のタイムスケジュール 
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図 9-2 生活行動パターンを模擬した被ばく評価に係る令和 6 年度調査スケジュール 
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9.3 調査結果 

9.3.1 自治体設定パターン 

富岡町、大熊町、浪江町それぞれについて、自治体設定パターンにおける年間の追加被

ばく線量を推定し、その分布を自宅の所在別（帰還困難区域内・外（帰還困難区域境界は

令和 5 年 11 月 30 日の富岡町での一部避難指示区域解除後とした））で求めた（図 9-3〜図

9-5 参照）。年間の追加被ばく線量は、いずれの自治体でも自宅が帰還困難区域内にある場

合で高く、最大値は富岡町で1.09 mSv、大熊町で19.31 mSv、浪江町で2.98 mSvとなり、

全ての対象者で避難指示解除の指標とされる 20 mSv を下回った。 

また長期的な目標である年間の追加被ばく線量 1 mSv を下回った対象者数は、富岡町の

帰還困難区域外で 40 人中 38 人、帰還困難区域内で 7 人中 6 人、大熊町の帰還困難区域外

で 74 人中 55 人、帰還困難区域内で 9 人中 0 人、浪江町の帰還困難区域外で 21 人中 10 人、

帰還困難区域内では 8 人中 0 人であり、既に避難指示が解除された帰還困難区域外で多く認

められた。 

 

9.3.2 標準パターン 

富岡町、大熊町、浪江町の特定復興再生拠点区域及び帰還困難区域について、標準パタ

ーンにおける年間の追加被ばく線量を求めた（表 9-5 及び表 9-6 参照）。全体的に評価に使

用した空間線量率が高い大熊町及び浪江町の帰還困難区域で、年間追加被ばく線量が高い

値を示した。また職業別では、実効線量への換算係数が大きい未就学児及び屋外作業時間

の長い農業従事者や建設業従事者で高い値を示した。年間被ばく線量の最大値は、建設業

従事者に浪江町帰還困難区域（南東側地域）の 95％値を適用した場合の 15.55 mSv であり、

最大値であっても避難指示解除の指標とされる 20 mSv を下回った。 
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表 9-5 標準パターン（就学カテゴリー）の年間の追加被ばく線量一覧（単位：mSv/y） 

  幼児 幼稚園児 保育園児 小学生 
  中央値 95%値 中央値 95%値 中央値 95%値 中央値 95%値 

富岡町 
特定復興再生拠点区域 1.13 2.39 1.15 2.43 1.11 2.34 1.01 2.19 

帰還困難区域 1.98 5.43 2.01 5.54 1.95 5.33 1.80 5.03 

大熊町 
特定復興再生拠点区域 1.19 3.46 1.21 3.52 1.17 3.40 1.06 3.18 

帰還困難区域 3.31 10.81 3.37 11.01 3.25 10.61 3.04 10.04 

浪江町 

特定復興再生拠点区域 

（北西側地域） 2.21 5.64 2.25 5.75 2.17 5.54 2.02 5.22 

特定復興再生拠点区域 

（南東側地域） 1.27 4.01 1.30 4.08 1.25 3.93 1.15 3.70 

帰還困難区域 

（北西側地域） 3.38 8.94 3.45 9.11 3.32 8.77 3.12 8.31 

帰還困難区域 

（南東側地域） 
3.15 15.20 3.20 15.48 3.09 14.91 2.89 14.15 
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表 9-6 標準パターン（職業カテゴリー）の年間の追加被ばく線量一覧（単位：mSv/y） 

  農業 建設業 製造業 
販売職・ 

サービス職 
医療・福祉 主婦 

  中央値 
95%
値 中央値 

95%
値 中央値 95%値 中央値 95%値 中央値 95%値 中央値 95%値 

富

岡

町 

特定復興再生拠点区域 1.01 2.25 1.06 2.37 0.80 1.77 0.81 1.80 0.78 1.74 0.77 1.73 

帰還困難区域 1.82 5.22 1.92 5.50 1.46 4.14 1.47 4.19 1.43 4.06 1.42 4.03 

大

熊

町 

特定復興再生拠点区域 1.05 3.26 1.10 3.43 0.83 2.58 0.84 2.62 0.81 2.54 0.80 2.52 

帰還困難区域 3.12 10.45 3.29 11.00 2.47 8.29 2.50 8.40 2.42 8.14 2.40 8.07 

浪

江

町 

特定復興再生拠点区域 

（北西側地域） 2.05 5.40 2.16 5.69 1.63 4.30 1.65 4.35 1.60 4.22 1.59 4.19 

特定復興再生拠点区域 

（南東側地域） 1.15 3.82 1.21 4.02 0.91 3.03 0.92 3.07 0.89 2.97 0.88 2.95 

帰還困難区域 

（北西側地域） 3.21 8.64 3.38 9.11 2.54 6.86 2.58 6.95 2.50 6.73 2.48 6.68 

帰還困難区域 

（南東側地域） 
2.97 14.76 3.13 15.55 2.36 11.71 2.39 11.87 2.32 11.50 2.30 11.41 
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図 9-3 年間追加被ばく線量の分布（自治体設定パターン：富岡町） 

 

 

図 9-4 年間追加被ばく線量の分布（自治体設定パターン：大熊町） 

（5 mSv/y 以上の最大値は 19.3 mSv/y であった。） 
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図 9-5 年間追加被ばく線量の分布（自治体設定パターン：浪江町） 
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10. 測定データの CSV 化 

 

10.1 CSV 等の形式で保存した測定データ 

1) 分布状況調査で取得した測定データ 

令和 6 年度調査で実施した環境モニタリングについて、今後の調査等に活用するため、測

定データを CSV（場合によっては Excel®、KMZ）の形式で保存した。測定データは、測定

実施者が解析を行い、原子力規制庁に報告された後のデータから抽出している。対象とな

った測定データは全 6 項目であり、各項目におけるレコード数を表 10-1 にまとめる。 

 

2) 原子力規制庁が保有する測定データ 

原子力規制庁が実施し Web サイト上で公開している環境モニタリングの測定データ 48)の

一部について、今後の調査等に活用するため、データを CSV 等の形式で保存した。保存し

た測定データは、令和 6 年 2 月から令和 7 年 1 月までに原子力規制庁が公開した資料（PDF）

から抽出している。対象となった測定データは全 21 項目であり、各項目におけるレコード

数を表 10-2（No. 1 から No. 21 まで）にまとめる。 

 

3) 環境省が保有する測定データ 

環境省が実施し Web サイト上で公開している環境モニタリングの測定データ 49)の一部に

ついて、今後の調査等に活用するため、データを CSV 等の形式で保存した。保存した測定

データは、令和 6 年 2 月から令和 7 年 1 月までに環境省が公開した資料（PDF、Excel®）

から抽出している。対象となった測定データは全 3 項目であり、各項目におけるレコード数

を表 10-2（No. 22 から No. 24 まで）にまとめる。 

 

4) 地方自治体が保有する測定データ 

地方自治体が実施した環境モニタリングの測定データの一部について、今後の調査等に

活用するため、データベースに登録するための統一フォーマットに変換し、Excel®等の形

式で保存した。環境モニタリングの測定データをデータベースに保存した自治体を表 10-3

にまとめる。 

 
10.2 保存した測定データの公開 

CSV 等の形式で保存した測定データの一部は、以下の原子力規制庁の Web サイトにて公開

される。 

・分布状況調査で取得した測定データ： 

https://radioactivity.nra.go.jp/ja/docs/reps/rad-dist（参照：2025 年 3 月 7 日）. 

・原子力規制庁が保有する測定データ： 

https://radioactivity.nra.go.jp/ja/results（参照：2025 年 3 月 7 日）. 
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表 10-1 令和 6 年度調査で取得した測定データの項目とレコード数 

 

 

 

データ項目 レコード数 

広域の空間線量率（第 28 回走行サーベイ）    1,081,225     

広域の空間線量率（第 18 回定点サーベイ） 5,029 

広域の空間線量率（第 16 回歩行サーベイ） 1,322,935 

発電所周辺の空間線量率（第 16 回無人ヘリサー

ベイ） 
空間線量率： 2,968,161  

セシウム沈着量：2,968,161 

土壌中の放射性セシウムの深度分布（第 17 回） 85 

放射性セシウムの沈着量（第 17 回） 384 
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表 10-2 原子力規制庁・環境省が保有する測定データの項目とレコード数 

 レコード数   

No.  データ項目 作業開始時点 作業終了時点 新規測定データ 

 1 福島第一原子力発電所近傍の海水のモニタリング 18,941 21,441 2,500 

 2 福島県・宮城県・茨城県周辺の海水のモニタリング 25,996 28,038 2,042 

 3 福島県周辺の海水のモニタリング 2,371 2,503 132 

 4 宮城県・福島県・茨城県・千葉県沖における海域モニタリング結果 4,672 5,117 445 

 5 宮城県・福島県・茨城県・千葉県外洋における海域モニタリング結果 1,052 1,152 100 

 6 東京湾における海域モニタリング結果 217 236 19 

 7 東京電力による海底土のモニタリング結果 5,768 6,211 443 

 8 宮城県・福島県・茨城県・千葉県沖における海域モニタリング結果（海底土） 2,083 2,226 143 

 9 東京湾における海域モニタリング結果（海底土） 844 921 77 

 10 東京電力株式会社福島第一原子力発電所の 20 km 圏内の測定結果（空間線量率） 13,095 13,095 0 

 11 東京電力株式会社福島第一原子力発電所の 20 km 以遠の空間線量率の測定結果 35,805 35,939 134 

 12 緊急時環境放射線等モニタリング実施結果（福島県による測定） 10,833 10,833 0 

 13 簡易型線量計を用いた固定測定点における積算線量の測定結果 1,243 1,313 70 

 14 東京電力株式会社福島第一原子力発電所の 20 km 以遠の積算線量の測定結果 3,607 3,637 30 

 15 東京電力株式会社福島第一原子力発電所の 20 km 圏内の空気中放射性物質濃度の測定結果 1,172 1,243 71 

 16 原子力規制庁及び福島県による大気浮遊じんの測定結果 4,375 4,435 60 

 17 東京電力株式会社福島第一原子力発電所の 20 km 圏内の土壌中放射性物質濃度の測定結果 122 127 5 

 18 原子力規制庁及び福島県による土壌試料の測定結果 1,894 1,899 5 

 19 原子力規制庁及び福島県による環境試料の測定結果 3,491 3,505 14 

 20 上水（蛇口水）（環境放射能水準調査） 13,948 13,995 47 

 21 定時降下物のモニタリング（環境放射能水準調査） 20,202 20,766 564 

 22 環境省による公共用水域放射性物質モニタリング調査結果（水質） 45,678 49,952 4,274 

 23 環境省による公共用水域放射性物質モニタリング調査結果（底質） 34,836 38,015 3,179 

 24 環境省による公共用水域放射性物質モニタリング調査結果（周辺環境） 30,884 33,761 2,877 
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表 10-3 測定データをデータベースに保存した自治体リスト 

広域圏 市町村* 

浜通り 
いわき市、相馬市、南相馬市、楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、新地町、飯舘

村 

中通り 
福島市、郡山市、白河市、須賀川市、二本松市、伊達市、桑折町、国見町、川俣

町、大玉村、鏡石町、天栄村、西郷村、中島村、矢吹町、棚倉町、塙町、石川

町、玉川村、平田村、浅川町、三春町、小野町 

会津 
会津若松市、喜多方市、只見町、南会津町、北塩原市、西会津町、磐梯町、猪苗

代町、会津坂下町、湯川村、金山町、昭和村 

*これまでに保存した市町村を全て記載している。太字は令和 6 年度に更新があった自治体。 
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11. 測定箇所の重要度分類のためのスコア化の検討 

 

11.1 目的 

事故後のモニタリングは、総合モニタリング計画 36)（平成 23 年 8 月 2 日モニタリング調整

会議制定）に則り、関係府省が地方公共団体や原子力事業者等と連携して実施してきた。最新

の総合モニタリング計画（令和 6 年 3 月 21 日改定）には、陸域におけるモニタリングの目的

として、以下の内容が示されている。 

① 人が居住している地域や場所を中心とした放射線量、放射性物質の分布状況の中長期

的な把握 

② 様々な被ばく状況に応じた、被ばく線量を低減させるために講じる除染をはじめとす

る方策の検討立案・評価 

③ 将来の被ばくを可能な限り現実的に予測することによる、避難区域の変更・見直しに

係る検討及び判断 

④ 住民の健康管理や健康影響評価等の基礎資料（周辺住民の被ばく（外部被ばく及び内

部被ばく）線量を含む）の蓄積 

⑤ 環境中に放出された放射性物質の拡散、沈着、移動・移行の状況の把握 

 関係府省、地方公共団体及び原子力事業者等は、これらの項目に必要なデータの収集

に努めることとする。 

 

住民数や現状の空間線量率などを根拠として地域ごとのモニタリングの重要度を評価する

ことは、今後の陸域におけるモニタリング計画策定において、モニタリングの重要度に見合っ

た費用配分やモニタリングすべき場所の見落としを防ぐためにも重要であると考えられる。 

分布状況調査では、今後の陸域における空間線量率等測定ポイントの重点化・最適化に資

するため、モニタリング代表性の高い場所を選定する評価方法として地域スコア化手法eを採

用し、1 km×1 km で区切った場所のモニタリングの重要度をスコアにより相対的に評価する

手法（以下「スコア化手法」という。）を令和元年度調査において開発した 50)。その後も、放

射線モニタリングデータや国勢調査などで提供されているデータ及び既存のモニタリングポス

トの設置位置情報などを考慮することにより、スコア化手法について検討してきた。「スコア」

の設定の目的は、住民や従業者の被ばくに与える地域的な影響度合いの尺度を加えることによ

って、線量の高低だけでなく総合的に地域の重要度を評価するものである。測定ポイントの選

定には、住民等ステークホルダーとの共通理解の醸成が必要となるが、スコア化手法は、地域

の特徴を加味し相対的にモニタリング代表性について議論するための基礎情報となり得る。 

令和 6 年度調査では、令和 5 年度調査 51)に引き続き、各種モニタリングデータを使用した

場合のスコア評価結果とその変化要因について考察を行った。 

—————————————————————————————————————————————————————————————————————————————————————— 
e スコア化とは、医療分野の疫学研究などで用いられる「傾向スコア」52)の考え方に代表され

るように、単位の異なる数値情報を相互比較するために数値集団ごとに一定の評価値（スコ

ア）を与える手法である。 
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11.2 スコア化手法によるモニタリング代表性評価 

11.2.1 パラメータの選定 

スコア評価の対象範囲としては、福島県及び 80 km 圏内とし、対象範囲を 1 km×1 km の

基準地域メッシュに区切った（全 15,646 メッシュ）。スコアのパラメータとして以下の 4 項

目を選定した。 

①空間線量率：基準地域メッシュ内の最大空間線量率 

令和 5 年度に取得された空間線量率の測定結果を基に福島県及び 80 km 圏内について

基準地域メッシュごとの空間線量率（最大値）を抽出した。最大値としたのは、メッ

シュごとに測定の点数にばらつきがあること及び空間線量率の数値から被ばく線量へ

の換算時に過小評価となることを避けるためである。各測定結果は測定時期が異なる

が半減期の補正はしていない。データの出典を表 11-1 に示す。 

②事故前の人口密度：平成 22 年度の国勢調査結果 39)  

③避難指示区域：令和 5 年 4 月 1 日における避難指示区域 

④ランドマーク：令和 5 年度時点におけるランドマークの個数。以下の施設等を採用。 

幼稚園/児童館/保育所/小学校/中学校/高等学校/高等専門学校/短期大学/大学/特別支援学

校/市町村役場/公的集会施設/医療機関/駅/保護施設/身体障碍者更生援護施設/知的障碍

者援護施設/精神障碍者社会復帰施設/商業施設（売り場面積 500 m2 以上）。データの詳

細参照先については表 11-2 に示す。 

 

11.2.2 スコア評価結果 

11.2.1 項に示したスコアのパラメータ①〜④の情報に対し、表 11-3 に示すようにパラメ

ータごとに 0〜5 までの 6 段階でスコアを付与した。なお、今回のスコア付与は試行である

ため、実際に本手法を適用する場合にはスコアの付与方法について議論が必要である。 

①空間線量率については以下のように全体の分布傾向を考慮した。 

スコア 5：上位約 10％、スコア 4：上位から約 10～20％の範囲、スコア 3：上位から

約 20～30％の範囲、スコア 2：上位から約 30～40％の範囲、スコア 1：上位から約

40％以降すべて 

②人口密度については、全体の分布傾向を考慮し、100（人/km2）付近を中央の階級とし

た。 

③避難指示区域については、該当する場所をスコア 5 とし、避難指示区域以外の場所はス

コア 0 とした。 

④ランドマークについては、メッシュ内に 1 箇所でもあれば 3、5 箇所以上でスコア 4 及

び 10 箇所以上でスコア 5 とした。 

令和 6 年度調査において令和 5 年度に得られたモニタリングデータを加味して作成したス

コアマップを図 11-1 に示す。スコアは福島第一原発周辺及び空間線量率が比較的高いエリ

アや都市域で高い傾向にある。モニタリングデータの誤差や実施回数及び密度等は年度に

より異なるが、これによってスコアが大きく変化しないことが望まれる。そこでスコアマ
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ップの年度間での相同性を確認するため、令和 4 年度のスコアマップからのスコア増減箇所

を評価した（図 11-2 参照）。福島県内の大部分で大きなスコアの変動は認められず、年度間

でスコアマップの変動が限定的であり、重要な地点が大きく変動しないことが確認された。

一方、福島第一原発の近傍でスコアが大きく減じた地点や、中通りや浜通り地域でスコア

の増減した箇所が散見された。 

スコアの変動に影響したパラメータを評価するため、令和 4 年度と令和 5 年度のスコアマ

ップで異なるパラメータについて、パラメータのスコアの増減を評価した（図 11-3 参照）。

福島第一原発近傍のスコアが減じた地点は、特定復興再生拠点区域で避難指示が解除され

た地点であった。避難指示解除後であってもモニタリングはリスクコミュニケーション等

のため重要であるため、スコアの付与方法については状況に応じた調整が必要と考えられ

る。また、中通りや浜通り地域でスコアの増減が散見された箇所は、施設の統廃合に伴い

ランドマークのスコアが大きく変動した地点であった。 

 

表 11-1 令和 5 年度スコアマップの作成に使用した空間線量率測定データ一覧 

空間線量率測定データ 実施主体 文献 
福島県及びその近隣県における航空機モニタリングの測

定結果について 
原子力規制委員会 53) 

放射性物質の分布状況等調査における走行サーベイ、定

点サーベイ及び歩行サーベイによる空間線量率の測定 
原子力規制委員会 54) 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所の 20 km 以遠の

空間線量率の測定結果 
原子力規制委員会 55) 

環境放射線モニタリング・メッシュ調査結果情報 福島県 30) 
福島県環境放射線モニタリング調査（観光地）結果 福島県 56) 
福島県の国有林内における環境放射線モニタリング調査 林野庁関東森林管理局 57) 

 

表 11-2 ランドマークデータの参照先情報 

データ項目 年度 引用データ 

児童館/保育所 令和５年 国土交通省国土数値情報 58) 福祉施設データ 
幼稚園/小・中学校/高等学校/ 
高等専門学校/短期大学/大学/ 
特別支援学校/認定こども園 

令和５年 同 学校データ 

市町村役場 平成 26 年 同 市区町村役場データ 

公的集会施設 令和４年 同 市町村役場等及び公的集会施設データ 

医療機関 令和２年 同 医療機関データ 

駅 令和５年 同 鉄道時系列データ 
保護施設/身体障碍者更生援護施

設/知的障碍者援護施設/ 
精神障碍者社会復帰施設/その他 

令和５年 同 公共施設データ 

商業施設 平成 26 年 経済産業省 商業統計メッシュデータ 59) 
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表 11-3 スコア付与例 

パラメータ 
スコア 

5 4 3 2 1 0 
① 空 間 線 量

率  
（Sv/h） 

≧ 0.30 
(1െ 

1610 位) 

0.29െ0.19 
(1611െ 

3399 位) 

0.18െ0.15 
(3400െ 

5112 位) 

0.14െ0.13 
(5213െ 

6524 位) 

<0.13 
(6525െ 

15418 位) 

測定情報 
がない 
(227 箇所) 

② 人口密度 
（人/ km2） 

≧ 279 
(1െ 

1604 位) 

278െ120  
(1605െ 

3200 位) 

119െ53  
(3201െ 

4802 位) 

52െ18  
(4803െ 

6416 位) 

<18  
(6417െ 

8146 位) 

0 
(7499箇所) 

③ 避 難 指 示

区域 
避難指示

区域 
– – – – 

避難指示区

域以外 

④ ラ ン ド マ

ーク 

≧ 16 箇所 
(1െ 

18 位) 

10െ15 箇所 
(19െ 

108 位) 

1െ9 箇所 
(109െ 

2372 位) 
– – 

ランドマー

クなし 

 

 

 
図 11-1 令和 5 年度の各パラメータを合計したスコアマップ 

（背景地図：国土地理院発行 2.5 万分 1 地形図） 
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図 11-2 令和 4 年度から令和 5 年度にかけたスコア増減箇所 

（背景地図：国土地理院発行 2.5 万分 1 地形図） 

 

 

図 11-3 令和 4 年度から令和 5 年度にかけたパラメータのスコア増減箇所（1/3） 

（a）パラメータ①空間線量率 （背景地図：国土地理院発行 2.5 万分 1 地形図） 
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図 11-3 令和 4 年度から令和 5 年度にかけたパラメータのスコア増減箇所（2/3） 

（b）パラメータ③避難指示区域 （背景地図：国土地理院発行 2.5 万分 1 地形図） 

 

 

図 11-3 令和 4 年度から令和 5 年度にかけたパラメータのスコア増減箇所（3/3） 

（c）パラメータ④ランドマーク （背景地図：国土地理院発行 2.5 万分 1 地形図） 
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12. 海洋のモニタリングデータの評価 

 

12.1 海水中のトリチウム濃度データの解析 

福島第一原発敷地内のタンクに保管されている ALPS 処理水（以下「処理水」という。）の

海洋への放出が令和 5 年 8 月 24 日に開始された。令和 5 年度は、4 回に分けて合計約 3 万 m3

の処理水が希釈され海洋へ放出された。令和 6 年度も引き続き放出は実施されており、これま

でに合計約 5 万 5 千 m3 が放出された。これに伴い、図 12-1 に示すモニタリングデータの報

告レベルフローチャート（令和 5 年度調査における改定案）に従い、データ公開から 1 週間以

内を目途に海水中のトリチウム濃度の評価を実施し、その結果を意思決定者（原子力規制庁）

へ報告する体制を構築し運用してきた。ここでは、特に処理水の海洋への放出前後のトリチウ

ム濃度の変動に着目して評価解析した結果の概要を報告する。 

 

図 12-1 モニタリングデータの報告レベルフローチャート 

 

12.1.1 海水のモニタリング計画 

総合モニタリング計画 36) （令和 6 年 3 月 21 日改訂）の別紙に記載されているトリチウム

濃度に係る海水モニタリングの採取ポイント、分析頻度及び検出下限値を表 12-1 にまとめ

る。実施機関としては、東京電力、環境省、原子力規制委員会及び福島県の 4 者であり、福

島第一原発からの距離に応じて、モニタリングの頻度や検出下限値が設定されている。こ

れらのモニタリングポイントについて図 12-2 に示す。本節で使用したモニタリングデータ

は、参考文献の 60)〜63)である。なお、東京電力が実施している迅速分析の結果は採用し

ていない。  
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表 12-1 総合モニタリング計画に記載されているトリチウムに関する海水モニタリング 

実施機関 採取ポイント 採取深度 分析頻度 検出下限値 
(Bq/L) 

東京電力 

T-1, T-2, T-0-1, T-0-2, T-0-3, T-0-1A,  
T-0-3A, T-A1, T-A2, T-A3 

表層 1 回/週 0.1 

T-3, T-5, T-6, T-D1, T-D5, T-D9 表層 1 回/週 0.1* 

T-S1, T-S2, T-S3, T-S4, T-S5, T-S7, T-S8, 
T-B1, T-B2, T-B3, T-B4, T-13-1, T-7,  
T-18, T-12, T-17-1, T-20, T-22, T-MA,  
T-M10 

表層 1 回/月 0.1 

環境省 

E-S17, E-S18, E-S31, E-S33, E-S36,  
E-S32（ALPS 処理水海域モニタリング） 表層 1 回/3 ヶ月 0.1 

E-S1, E-S3, E-S4, E-S5, E-S10, E-S13, 
E-S14, E-S15, E-S16, E-S19, E-S20,  
E-S21, E-S22, E-S23, E-S24, E-S25,  
E-S26, E-S27, E-S28, E-S29, E-S30,  
E-S34, E-S35（ALPS 処理水海域モニタ

リング） 

表層/底層 1 回/3 ヶ月 0.1 

福島沿岸（海水浴場） 
E-SK1, E-SK2, E-SK3, E-SK4, E-SK5, 
E-SK6 

表層 2 回/年 0.1 

原子力規制 
委員会 

M-101, M-102, M-103, M-104 表層 1 回/月 0.1 

M-B1, M-C3, M-D3, M-E3, M-E5, M-F3, 
M-G3, M-G4, M-H1, M-H3, M-I1 

表層 1 回/3 ヶ月 0.1 

M-C1, M-D1, M-E1, M-F1, M-G1 表層/底層 1 回/3 ヶ月 0.1 

福島県 

F-P01, F-P02, F-P03, F-P04, F-P05,  
F-P06, F-P07, F-P08, F-P09 

表層 1 回/月 0.1 

福島沿岸（浅海漁場） 
F-P29, F-P30, F-P31, F-P32, F-P33,  
F-P34, F-P35 

表層 1 回/2 ヶ月 0.5 

T-1, T-2, F-P10, F-P11 表層 1 回/3 ヶ月 0.5 

F-P12 表層 1 回/年 0.5 

福島沿岸（海水浴場） 
F-P36, F-P37, F-P38, F-P39, F-P40,  
F-P41, F-P42, F-P43, F-P44, F-P45,  
F-P46, F-P47, F-P48, 

表層 2 回/年 0.5 

E-71, E-72, E-73, E-74, E-75, E-76,  
E-77, E-78, E-79, E-7A, E-7B, E-7F,  
E-7G, E-7H, E-7I 

表層/底層 2 回/年 0.5 

* 検出下限値を 0.1 Bq/L とした分析は 1 回/月、その他の週は 0.4 Bq/L にて実施する。 
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図 12-2 海水中のトリチウム濃度モニタリングポイント（1/5） 

（福島第一原発の港湾内から半径 3 km） 

（背景図は国土数値情報 58)（行政区域データ）を加工して作成） 
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図 12-2 海水中のトリチウム濃度モニタリングポイント（2/5） 

（福島第一原発から半径 3～10 km） 

（背景図は国土数値情報 58)（行政区域データ）を加工して作成） 
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図 12-2 海水中のトリチウム濃度モニタリングポイント（3/5） 

（福島第一原発から半径 10～30 km） 

（背景図は国土数値情報 58)（行政区域データ）を加工して作成） 
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図 12-2 海水中のトリチウム濃度モニタリングポイント（4/5） 

（福島第一原発から半径 30 km 以遠（主に北側）） 

（背景図は国土数値情報 58)（行政区域データ）を加工して作成） 
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図 12-2 海水中のトリチウム濃度モニタリングポイント（5/5） 

（福島第一原発から半径 30 km 以遠（主に南側）） 

（背景図は国土数値情報 58)（行政区域データ）を加工して作成） 

 

 

12.1.2 海水中のトリチウム濃度データの測定結果 

令和 6 年 1 月から令和 6 年 12 月までに公表された海水中のトリチウム濃度の分析数を図

12-3 に示す。令和 6 年度の分析数は 4 機関の合計で 2,872 個となった。令和 6 年度の測定

結果について、図 12-4 に箱ひげ図を示す。検出されたトリチウム濃度は、最大でも 50 

Bq/L（T-0-1A（2024 年 10 月 28 日採取））であり、東京電力が設定した発電所から 3 km

圏内における放出停止判断レベル（700 Bq/L）や調査レベル（350 Bq/L）に対して十分低
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い濃度であることが示された。 

放水口が位置する 0～3 km 範囲のトリチウム濃度のコンター図を各放出期間について作

成し、図 12-5 に示した。概ね 5～10Bq/L の範囲以下で推移していることが分かる。また、

各放出期間のトリチウム濃度の最大値を同図内に示すが、それらの採取地点は、ほとんど

が放水口付近に限定されている。 

 

 

 

図 12-3 海水中のトリチウム濃度の分析数 

（各月で左から上旬/中旬/下旬） 

 

 
図 12-4 令和 6 年度のトリチウム濃度 

（福島第一原発からの距離で大別） 
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図 12-5  ALPS 処理水放出口付近のトリチウム濃度の分布図 

（3 km 圏内のモニタリングデータのみを使用し、コンター図を IDW 法で作成した。各期間

の最大値を図内に示す。なお、迅速分析の結果は含まない。） 
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12.2 海生生物中のトリチウム濃度データの解析 

海生生物中のトリチウム濃度についても、海水中のトリチウム濃度の報告レベルフローチ

ャートに倣い、データ公開から 1 週間以内を目途に評価結果を意思決定者（原子力規制庁）へ

報告する体制を構築し運用してきた。ここでは、その評価解析結果の概要を報告する。なお、

海生生物に関する東京電力の調査レベルの基準は無いため、暫定的に海水と同様とし、単位は

Bq/kg 生重量とした。 

 

12.2.1 モニタリング計画 

海生生物のモニタリングについても総合モニタリング計画 36) の別紙に実施計画の詳細が

記載されている。総合モニタリング計画（令和 6 年 3 月 21 日改訂）に記載がある採取海域、

対象、分析頻度及び検出下限値を表 12-2 に、実施海域のイメージを図 12-6 に示す。実施機

関は、東京電力、水産庁、環境省の 3 者である。また、表 12-2 に表示す検出下限値は分析

の際の目標値であり、実際の測定ではこの目標値よりも低い濃度の測定結果が報告されて

いる。本節では、参考文献の 60)、61)及び 64)で公開されているモニタリングデータを使用

している。なお、水産庁が実施する分析は、検出下限値を 10 Bq/L 程度とする迅速分析（全

トリチウム濃度の測定）を含む。 

 

表 12-2 総合モニタリング計画に記載されているトリチウムに関する海生生物モニタリング 

対象海域 対象 検出下限値（Bq/L*） 分析頻度 実施機関 

沿岸海域 魚類 
1×10-1

（組織自由水型） 

5×10-1
（有機結合型） 

1 回/月 

東京電力 

近傍海域 海藻類 
1×10-1

（組織自由水型） 

5×10-1
（有機結合型） 

3 回/年 

沿岸海域 
沖合海域 
外洋海域 

水産物 
3×10-1

～ 1 

1×101（迅速分析） 
450 検体/年 水産庁 

近傍海域 
沿岸海域 

魚類 
1×10-1

（組織自由水型） 

5×10-1
（有機結合型） 

4 回/年 環境省 

近傍海域：福島第一原発近傍で監視が必要な海域 

                   ※2 号機排気筒と 3 号機排気筒の中間地点から概ね 3 km の海域 

 沿岸海域：岩手県から宮城県、福島県、茨城県の海岸線から 

      概ね 30 km 以内の海域（河口域を含み、近傍海域を除く） 

 沖合海域：海岸線から概ね 30～90 km の海域 

 外洋海域：海岸線から概ね 90 km 以遠の海域 

 * 有機結合型については Bq/L-燃焼水の測定を実施 
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図 12-6 総合モニタリング計画に記載されている海生生物モニタリングの実施海域 

（背景地図は国土数値情報 58)（行政区域データ）を加工して作成） 

 

12.2.2 測定結果 

令和 6 年 1 月から令和 6 年 12 月までに公表された海生生物中のトリチウム濃度の分析数

を図 12-7 に示す。迅速分析を含み、4 機関で計 872 個のデータが報告された。公開されて

いるデータを基に放射能濃度と単位も加えた測定結果を表 12-3 に示す。東京電力が沿岸海

域で実施した魚類（ヒラメ）の組織自由水型トリチウム TFWT（Tissue Free Water 

Tritium）濃度は 0.032～0.14 Bq/kg 生重量、近傍海域で実施した海藻類（アラメ等）の

TFWT 濃度は 0.09～0.31 Bq/kg 生重量と非常に低濃度であった。環境省が近傍海域・沿岸

近傍海域拡大図 
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海域で実施した魚類（ヒラメ、カスザメ等）の結果も同様に TFWT 濃度が 0.036～0.51 

Bq/kg 生重量であった。また、水産庁が沿岸海域・沖合海域・外洋海域で実施した水産物

（ヒラメ、ホウボウ、マゴチ、マダイ等）の迅速分析（全トリチウム）及び TFWT 測定結

果はいずれも検出下限値以下（0.175～0.303 Bq/kg）であった。有機結合型トリチウム

OBT（Organically Bound Tritium）の濃度測定は、東京電力では検出下限値以下（0.029

～0.042 Bq/kg 生重量）となり、環境省では 0.048～0.054 Bq/kg 生重量となった。 

東京電力（3 km 以遠の採取地点）及び環境省（3 km 圏内の採取地点）が実施した魚類の

TFWT 濃度及び OBT 濃度の時間変化を処理水の放出時期と合わせてそれぞれ図 12-8 及び

図 12-9 に示す。これまでに公表された測定結果より、処理水放出のタイミングに関わらず、

TFWT は 10 Bq/kg 生重量（最大でも 1.3 Bq/kg 生重量）、OBT は 1 Bq/kg（最大でも 0.11 

Bq/kg 生重量）を大きく下回っている。なお、水産庁のデータは未公開の座標も多く、検出

下限値以下であるため、図示していない。 

今後も濃度変動傾向の解析を引き続き実施し、海水と同様に異常な濃度が検知されない

か監視を継続することが重要である。 

 

表 12-3 海生生物中のトリチウム濃度の測定結果 

 

* TFWT：組織⾃由⽔型トリチウム、OBT：有機結合型トリチウム 
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図 12-7 海生生物中のトリチウム濃度の分析数 

 

 

 
 

図 12-8 海生生物中の TFWT 濃度の変動傾向（上：東京電力実施、下：環境省実施） 

（下限値：東京電力（0.051～0.07 Bq/kg 生重量）、環境省（0.05 Bq/kg 生重量）） 
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図 12-9 海生生物中の OBT 濃度の変動傾向（上：東京電力実施、下：環境省実施） 

（下限値：東京電力（0.029～0.05 Bq/kg 生重量）、環境省（0.05～0.06 Bq/kg 生重量）） 

 

12.3 ALPS 処理水の海洋放出にあたって測定・評価を行う対象核種の濃度分布 

処理水を放出する際、トリチウム以外の核種が規制基準以下であることを確認するため、

放射性核種（表 12-4 に示す 30 核種）の告示濃度限度比総和が 1 を超えないことが求められて

いる。表 12-4 に示す放射性核種のうち、モニタリング調査で検出値が報告された核種は、セ

シウム 134、セシウム 137、アメリシウム 241、炭素 14、ストロンチウム 90、プルトニウム

239+240、ウラン 234、ウラン 238、イットリウム 90（ストロンチウム 90 と放射平衡を仮定

しているため、ストロンチウム 90 濃度と同値）の計 9 核種である。放射性セシウムについて

は 12.4 項で評価を実施するため、本項では、放射性セシウム以外の 7 核種について、濃度分

布を図 12-10〜図 12-12 に示す。図 12-10 にはアメリシウム 241、炭素 14、ウラン 234、ウ

ラン 238、イットリウム 90 の 5 核種について示す。これらの点は環境省の調査点である E-

S3、E-S10、E-S15 の 3 地点で実施されている。公開されているデータは、2023 年 9 月 13 日

から 9 月 15 日に採取されたデータだけである。アメリシウム 241 は 10-6 Bq/L のオーダー、

炭素 14 は 10-3 のオーダー、ウラン 234 及びウラン 238 は 10-2 のオーダー、イットリウム 90

は 10-4 から 10-3 のオーダーであった。図 12-11 及び図 12-12 にストロンチウム 90 及びプルト

ニウム 239+240 の濃度をそれぞれ示す。ストロンチウム 90 とプルトニウム 239+240 はそれ

ぞれ 37 地点、8 地点で検出値が報告されている。また、処理水放出前から検出値が報告され

ているため、放出前、放出後（令和 5 年度、令和 6 年度）に分けて濃度を示した。ストロンチ
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ウム 90 は 0.01～0.1 Bq/L の範囲以下で推移しており、放出前、放出後ともに変化は見られな

い。プルトニウム 239+240 は 0.00001～0.0001 の範囲以下で推移しており、放出前、放出後

ともに変化は見られない。告示濃度限度比総和に関係する 30 核種については、引き続き、異

常な濃度が検知されないか監視を継続することが重要である。 

 

表 12-4 告示濃度限度比総和に関する放射性核種 

C-14 
(炭素) 

Sr-90 
(ストロンチウム) 

I-129 
(ヨウ素) 

Eu-154 
(ユウロピウム) 

Pu-239 
(プルトニウム) 

Mn-54 
(マンガン) 

Y-90 
(イットリウム) 

Cs-134 
(セシウム) 

Eu-155 
(ユウロピウム) 

Pu-240 
(プルトニウム) 

Fe-55 
(鉄) 

Tc-99 
(テクネチウム) 

Cs-137 
(セシウム) 

U-234 
(ウラン) 

Pu-241 
(プルトニウム) 

Co-60 
(コバルト) 

Ru-106 
(ルテニウム) 

Ce-144 
(セリウム) 

U-238 
(ウラン) 

Am-241 
(アメリシウム) 

Ni-63 
(ニッケル) 

Sb-125 
(アンチモン) 

Pm-147 
(プロメチウム) 

Np-237 
(ネプツニウム) 

Cm-244 
(キュリウム) 

Se-79 
(セレン) 

Te-125m 
(テルル) 

Sm-151 
(サマリウム) 

Pu-238 
(プルトニウム) 

Cd-113m 
（カドミウム） 
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図 12-10 告示濃度限度比総和の対象核種の濃度分布（Am-241、C-14、U-234、U-238、Y-

90） 

（背景図は国土数値情報 58)（行政区域データ）を加工して作成） 
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図 12-11 告示濃度限度比総和の対象核種の濃度分布（Sr-90） 

（背景図は国土数値情報 58)（行政区域データ）を加工して作成） 

 

 

図 12-12 告示濃度限度比総和の対象核種の濃度分布（Pu-239+240） 

（背景図は国土数値情報 58)（行政区域データ）を加工して作成） 

 

 

12.4 海域モニタリング地点の重要度分類 

本項では、令和 6 年度までに総合モニタリング計画で実施された海域モニタリング（海水・

海底土）の測定結果について集約するとともに、事故による影響が大きいセシウム 137 に関

して過去からの変動や濃度などの測定結果の評価を行った。総合モニタリング計画 36) （令和

6 年 3 月 21 日改訂）の別紙に記載されているセシウム 137 濃度に係る海水及び海底土モニタ

リングの採取ポイント、分析頻度及び検出下限値をそれぞれ表 12-5 及び表 12-6 にまとめる。

なお、モニタリングデータの評価には公開されているデータ 60−66)を使用した。 
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表 12-5 総合モニタリング計画に記載されているセシウム 137 に関する海水モニタリング

（1/2） 

実施機関 採取ポイント 採取深度 分析頻度 
検出下

限値 
(Bq/L) 

東京電力 

T-1, T-2 表層 
1 回／日 1 

1 回／週 0.001 

T-3, T-6 表層 1 回／週 0.001 

T-0-1, T-0-2, T-0-3, T-0-1A, T-0-3A, T-A1, 
T-A2, T-A3 

表層 1 回／週 1 

T-5, T-D1, T-D5, T-D9, T-4, T-11, T-14 表層・底層 1 回／週 0.001 

T-A, T-B, T-C, T-D, T-E, T-Z 表層・底層 1 回／月 1 

T-MG0, T-MG1, T-MG2, T-MG3, T-MG4, 
T-MG5, T-MG6, T-S1, T-S2, T-S3, T-S4, 
T-S5, T-S7, T-S8, T-B1, T-B2, T-B3, T-B4, 
T-13-1, T-7, T-18, T-12, T-17-1, T-20,  
T-22, T-MA, T-M10 

表層・底層 1 回／月 0.001 

環境省 

E-71, E-72, E-73, E-74, E-75, E-76,  
E-77, E-78, E-79, E-7A, E-7B, E-7F,  
E-7G, E-7H, E-7I 

表層・底層 
1 回／1～2 ヶ

月 
1 

E-41, E-42, E-43, E-44, E-45, E-46,  
E-47, E-48, E-49, E-4A, E-4B, E-4C 

表層・底層 
1 回／1～6 ヶ

月 
1 

E-S3, E-S10, E-S15 表層・底層 1 回／3 ヶ月 0.001 

E-81, E-82, E-83, E-84, E-85 表層・底層 
1 回／3～4 ヶ

月 
1 

E-31, E-32 表層・底層 1 回／6 ヶ月 1 

E-T1, E-T2, E-T3, E-T4, E-T5, E-T6,  
E-T7, E-T8 

表層・底層 4～7 回／年 1 

国土交通省 KK-U1 表層 1 回／月 5 

原子力規制 
委員会 

M-101, M-102, M-103, M-104 表層 1 回／月 0.001 

K-T1, K-T2 表層 6 回／年 0.001 

M-C3, M-D3, M-E3, M-E5, M-F3, M-G3, 
M-G4, M-H3, M-B3, M-C1, M-D1, M-E1, 
M-I0, M-J1, M-A1, M-A3, M-MI4, M-B1, 
M-B5, M-F1, M-G0, M-G1, M-H1, M-I1, 
M-I3, M-IB2, M-J3, M-K1, M-IB4, M-L1, 
M-L3, M-M1 

表層、他* 1 回／3 ヶ月 0.001 

M-10, M-11, M-14, M-15, M-19, M-20, 
M-21, M-25, M-26, M-27 

表層、他* 1 回／6 ヶ月 0.001 

E-T1, E-T2, E-T3, E-T4, M-C6, M-C9, 
KK-U1 

表層 1 回／年 0.001 

* 表層（海面～2m 程度）並びに海面から 100、200、300 及び 500m 程度 

  



 

157 

表 12-5 総合モニタリング計画に記載されているセシウム 137 に関する海水モニタリング

（2/2） 

実施機関 採取ポイント 採取深度 分析頻度 
検出下

限値 
(Bq/L) 

福島県 

福島沿岸（重要港湾）F-P13, F-P14,  
F-P15 

海面～7m 
程度の範囲 

1 回／月 1 

F-P01, F-P02, F-P03, F-P04, F-P07,  
F-P08, F-P09, F-P05, F-P06 

表層 1 回／月 0.002 

福島沿岸（浅海漁場）F-P29, F-P30,  
F- P31, F-P32, F- P33, F-P34, F-P35 

表層 1 回／2 ヶ月 1 

F-P10, F-P11 表層 1 回／3 ヶ月 0.002 

T-1, T-2 表層 1 回／3 ヶ月 0.05 

F-P12 表層 1 回／年 0.002 

福島沿岸（海水浴場）F-P36, F-P37,  
F-P38, F-P39, F-P40, F-P41, F-P42,  
F-P43, F-P44, F-P45, F-P46, F-P47,  
F-P48 

表層 2 回／年 1 
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表 12-6 総合モニタリング計画に記載されているセシウム 137 に関する海底土モニタリング 

実施機関 採取ポイント 分析頻度 検出下限値 
(Bq/kg) 

東京電力 

T-1, T-2, T-3, T-4, T-5, T-11, T-14, T-B1, T-B2,  
T-B3, T-B4, T-D1, T-D5, T-D9, T-S1, T-S3, T-S4, 
T-S5, T-S7, T-S8, T-①, T-②, T-③, T-④, T-⑤,  
T-⑥, T-⑦, T-⑧, T-⑨, T-⑩, T-⑪, T-⑫, T-⑬ 

1 回/月 1 

T-7, T-12, T-13-1, T-17-1, T-18, T-20, T-22,  
T-M10, T-MA 

1 回/2 ヶ月 1 

環境省 

E-71, E-72, E-73, E-74, E-75, E-76, E-77, E-78, 
E-79, E-7A, E-7B, E-7F, E-7G, E-7H, E-7I 

1 回/1〜2
ヶ月 

10 

E-81, E-82, E-83, E-84, E-85 
1 回/3〜4

ヶ月 
10 

E-T1, E-T2, E-T3, E-T4, E-T5, E-T6, E-T7,  
E-T8 

4〜7 回/年 10 

E-41, E-42, E-43, E-44, E-45, E-46, E-47, E-48, 
E-49, E-4A, E-4B, E-4C 

1 回/1〜6
ヶ月 

10 

E-31, E-32 1 回/6 ヶ月 10 
E-37, E-38, E-39, E-3A, E-4F, E-4G, E-4H,  
E-4J, E-4K, E-4L, E-4M, E-7C, E-7D, E-7E,  
E-7J, E-7K, E-7L 

1 回/年 1 

原子力規制 
委員会 

K-T1, K-T2 6 回/年 1 

（沖合海域）M-A1, M-A3, M-MI4, M-B1, M-B3, 
M-B5, M-C1, M-C3, M-D1, M-D3, M-E1, M-E3, 
M-E5, M-F1, M-F3, M-G0, M-G1, M-G3, M-G4, 
M-H1, M-H3, M-I0, M-I1, M-I3, M-IB2, M-IB4, 
M-J1, M-J3, M-K1, M-L1, M-L3, M-M1 

1 回/3 ヶ月 1 

（東京湾）M-C1, M-C2, M-C3, M-C4, M-C5,  
M-C6, M-C7, M-C8, M-C9, M-C10, C-P1, C-P2, 
C-P3, C-P4, C-P5, C-P8 

1 回/3 ヶ月 1 

福島県 

F-P01, F-P02, F-P03, F-P04, F-P05,  1 回/3 ヶ月 1.5 

F-P29, F-P30, F-P31, F-P32, F-P33, F-P34,  
F-P35, F-P49, F-P50, F-P51, F-P52, F-P53,  
F-P54, F-P55, F-P56, F-P57, F-P58, F-P59,  
F-P60, F-P61, F-P62, F-P63, F-P64, F-P65,  
F-P66, F-P67, F-P68, F-P69, F-P70, F-P71,  
F-P72, F-P73, F-P74, F-P75, F-P76, F-P77,  
F-P78, F-P79, F-P80, F-P81, F-P82, F-P83 

1 回/2 ヶ月

〜2 回/年 
10 

F-P12 1 回/年 1.5 

 

12.4.1 調査内容 

総合モニタリング計画に記載された、放射性セシウム濃度を測定している海水モニタリ

ング地点全 376 地点及び海底土モニタリング地点全 202 地点における令和 6 年 3 月期まで

の測定結果を用い、以下の 3 項目について解析を実施した。なお、評価方法については、平

成 31 年度及び令和 2 年度放射性物質測定調査委託費（福島県近沿岸海域等における放射性
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物質等の状況調査）事業 67,68)（以下これらをそれぞれ「令和元年度海域事業」及び「令和 2

年度海域事業」という。）で用いた方法を適用した。 

① 事故から 6 年後以降（平成 29 年 4 月から令和 6 年 3 月まで）の平均放射性物質濃度

（以下「現状の濃度」という。）の算出。 

② 放射性物質濃度の変動ファクターの算出：事故から 1 年後以降のモニタリングデータ

について経過時間に対する対数線形回帰分析を行った。実測値と回帰関数から得られ

た予測値との相対誤差を求め、得られた誤差の標本標準偏差（標準誤差）の 2 倍を変

動ファクター（90−95%信頼限界値）と定義した。 

③ 実効半減期の算出：上記の対数線形回帰直線の傾きから事故から 1 年後以降の実効半

減期を求めた。 

上記評価方法の一例として、福島第一原発 5 号機及び 6 号機放水口北側に位置する T-1 地

点における海底土のセシウム 137 の測定結果と近似直線を図 12-13 に示す。 

 

 

図 12-13 海底土のセシウム 137 濃度の測定結果に対して回帰分析した一例 

（実線は近似曲線、点線は標本標準偏差（標準誤差）の 2 倍を意味する。） 

 

12.4.2 調査結果 

1) 海水モニタリングの解析 

全 376 地点のセシウム 137 のモニタリング結果について 12.4.1 項に示した 3 項目の解

析を行った。採取ポイントの重要度について相互比較を行うため、以下の 2 段階の判定基

準を設定し、6 ランクに分類した。なお、後述する過年度評価結果との比較では、過年度

に採水されていない（比較できない）地点及び検出下限値が 1 Bq/L 以上で ND（不検出）

の 154 地点については対象外とした。 
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• 第 1 段階 

「現状の濃度」及び「変動ファクターから推測される 95 パーセンタイル値f（現状の

濃度×変動ファクター、以下「95 パーセンタイル値」という。）」の 2 つの数値を用いて

以下のように判定する。 

ランク A：現状の濃度が 0.5 Bq/L 以上 

ランク B：現状の濃度は 0.5 Bq/L 未満だが、95 パーセンタイル値が 0.5 Bq/L を超過

する可能性がある 

ランク C：0.5 Bq/L 超過の可能性は低いが、現状の濃度が平常の変動上限値 0.01 

Bq/L 以上又は 95 パーセンタイル値が 0.01 Bq/L 超過の可能性がある 

ランク D：現状の濃度が平常の変動上限値 0.01 Bq/L を下回り、95 パーセンタイル

値も 0.01 Bq/L を超過する可能性が低い 

 

判定基準である 0.5 Bq/L は、濃縮係数を 100 69) とした場合の水産物の基準値（100 

Bq/kg 湿潤）に相当する海水濃度値（1 Bq/L）に濃度値の誤差やバラつきを考慮した安

全係数 2 で除した数値として設定した。もう一つの判定基準となる平常の変動上限値

0.01 Bq/L については、事故前の放射性セシウム濃度レベル（2006～2010 年（平成 18

～22 年））度の「海洋環境放射能総合評価事業」におけるモニタリング結果 70) の最大

値（0.004 Bq/L）及び「平常時モニタリングについて」（平成 30 年 4 月 4 日付原子力

災害対策指針補足参考資料）の陸水セシウム 137 濃度測定目標値（0.008 Bq/L）を参

考として設定した。 

 

• 第 2 段階 

第 1 段階においてランク B 及び C に該当した採取ポイントについて、実効半減期が

セシウム 137 の物理的半減期相当である 30 年を超えた場合、新たな流入影響の可能性

が考えられるため、それぞれランク B*及び C*として区別した。表 12-7 に各海域のラ

ンク分け結果について示す。また、図 12-14 に令和 6 年度調査（令和 6 年 3 月期までの

データを採用）でのランク結果を示す。ランク分け結果の令和 5 年度調査との比較につ

いては 12.4.3 項に述べる。 

 

 

  

—————————————————————————————————————————————————————————————————————————————————————— 
f 試料数により 95–97.5 パーセンタイル値となるが、本報告書では保守的に 95 パーセンタイ

ル値と標記する。 
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表 12-7 各海域（海水採取ポイント）のランク分け結果 

 

 

 

 
（a）岩手・宮城県エリア 

図 12-14 令和 6 年度調査での海水モニタリング地点のランク結果（1/5）（背景図は国土数値

情報 58)（行政区域データ）及び ESRI ジャパンデータコンテンツ, (c) Esri Japan。） 
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（b）宮城・福島県エリア 

 
（c）福島県エリア 

図 12-14 令和 6 年度調査での海水モニタリング地点のランク結果（2/5）（背景図は国土数値

情報 58)（行政区域データ）及び ESRI ジャパンデータコンテンツ, (c) Esri Japan。） 
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（d）福島第一原発近傍エリア 

 
（e）福島・茨城県エリア 

図 12-14 令和 6 年度調査での海水モニタリング地点のランク結果（3/5）（背景図は国土数値

情報 58)（行政区域データ）及び ESRI ジャパンデータコンテンツ, (c) Esri Japan。） 
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（f）茨城・千葉県エリア 

 
（g）福島第一原発を中心とした 100 km 圏外エリア 

図 12-14 令和 6 年度調査での海水モニタリング地点のランク結果（4/5）（背景図は国土数値

情報 58)（行政区域データ）及び ESRI ジャパンデータコンテンツ, (c) Esri Japan。） 
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（h）東京湾エリア 

図 12-14 令和 6 年度調査での海水モニタリング地点のランク結果（5/5）（背景図は国土数値

情報 58)（行政区域データ）及び ESRI ジャパンデータコンテンツ, (c) Esri Japan。） 

 

2) 海底土モニタリングの解析 

全 202 地点のセシウム 137 のモニタリング結果について 12.4.1 項に示した 3 項目の解

析を行った。海水と同様、採取ポイントの重要度について相互比較を行うため、以下の 2

段階の判定基準を設定し、6 ランクに分類した。なお、後述する過年度評価結果との比較

では、過年度に採泥されていない（比較できない）3 地点については対象外とした。 

 

• 第 1 段階 

「現状の濃度」及び「変動ファクターから推測される 95 パーセンタイル値（現状の

濃度×変動ファクター）」の 2 つの数値を用いて以下のように判定する。 

 

ランク A：現状の濃度が 50 Bq/kg 乾土以上 

ランク B：現状の濃度は 50 Bq/kg 乾土未満だが、95 パーセンタイル値が 50 Bq/kg 

乾土を超過する可能性がある 

ランク C：50 Bq/kg 乾土超過の可能性は低いが、現状の濃度が 10 Bq/kg 乾土以上又

は 95 パーセンタイル値が 10 Bq/kg 乾土超過の可能性がある 

ランク D：現状の濃度が平常の変動上限値 10 Bq/kg 乾土を下回り、95 パーセンタイ

ル値も 10 Bq/kg 乾土を超過する可能性が低い 
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判定基準である 50 Bq/kg 乾土は、原子炉等規制法に定められる放射性セシウムのク

リアランスレベルを参考に、廃棄物を安全に再利用できる基準（100 Bq/kg）に対して

濃度値の誤差やバラつきを考慮した安全係数 2 で除した数値を設定した。もう一つの判

定基準となる平常の変動上限値 10 Bq/kg 乾土については、事故前の放射性セシウム濃

度レベル（2006～2010 年（平成 18～22 年）度の「海洋環境放射能総合評価事業」に

おけるモニタリング結果 70) の最大値（9.5 Bq/kg 乾土）及び「平常時モニタリングにつ

いて」（平成 30 年 4 月 4 日付原子力災害対策指針補足参考資料）の陸水セシウム 137 濃

度測定目標値（3 Bq/kg 乾土）を参考として設定した。 

 

• 第 2 段階 

第 1 段階においてランク B 及び C に該当した採取ポイントについて、実効半減期が

セシウム 137 の物理的半減期相当である 30 年を超えた場合、新たな流入影響の可能性

が考えられるため、それぞれランク B*及び C*として区別した。表 12-8 に各海域の海

底土ランク分け結果について示す。また、図 12-15 に令和 6 年度調査（令和 6 年 3 月期

までのデータを採用）でのランク結果を示す。ランク分け結果の令和 5 年度調査との比

較については 12.4.3 項に述べる。 

 

表 12-8 各海域（海底土採取ポイント）のランク分け結果 
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（a）岩手・宮城県エリア 

 
（b）宮城・福島県エリア 

図 12-15 令和 6 年度調査での海底土モニタリング地点のランク結果（1/4）（背景図は国土数

値情報 58)（行政区域データ）及び ESRI ジャパンデータコンテンツ, (c) Esri Japan。） 
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（c）福島県エリア 

 
（d）福島第一原発近傍エリア 

図 12-15 令和 6 年度調査での海底土モニタリング地点のランク結果（2/4）（背景図は国土数

値情報 58)（行政区域データ）及び ESRI ジャパンデータコンテンツ, (c) Esri Japan。） 
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（e）福島・茨城県エリア 

 
（f）茨城・千葉県エリア 

図 12-15 令和 6 年度調査での海底土モニタリング地点のランク結果（3/4）（背景図は国土数

値情報 58)（行政区域データ）及び ESRI ジャパンデータコンテンツ, (c) Esri Japan。） 
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（g）福島第一原発を中心とした 100 km 圏外エリア 

 
（h）東京湾エリア 

図 12-15 令和 6 年度調査での海底土モニタリング地点のランク結果（4/4）（背景図は国土数

値情報 58)（行政区域データ）及び ESRI ジャパンデータコンテンツ, (c) Esri Japan。） 
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12.4.3 過年度評価結果との比較 

12.4.2 項で評価したランク分け結果について、令和 5 年度調査の結果から変化した地点を

表 12-9 及び表 12-10 に整理した。令和 5 年度調査での評価結果からランクが上昇した採取

ポイントは、海水で 4 地点（約 1%）、海底土で 4 地点（約 2%）であった。また、令和 5 年

度調査での評価結果からランクが下降した採取ポイントは、海水で 2 地点（約 0.5%）、海底

土で 7 地点（約 3.5%）であった。すなわち、海水の採取ポイントの約 98%、海底土の採取

ポイントの約 94%で、1 年分（令和 5 年 4 月期～令和 6 年 3 月期）のモニタリングデータを

追加しても、評価ランクが変動しなかったことになる。このことから、令和元年度及び令

和 2 年度海域事業で策定したモニタリングデータの解析方法は、効率的かつ効果的な海域モ

ニタリングの在り方について検討するにあたり、長期的な変動傾向の評価に一定の有効性

があると考えられる。 

令和 6 年度にランクが変動した海水の採取地点は、4 地点（E-S15 表層、E-S15 底層、F-

P07 及び F-P09。表 12-9 及び図 12-16 参照）である。これらの地点はすべて上昇傾向を示

し実効半減期が物理的半減期を超えたが、ランクは C*であり、データ数が少ないため、一

時的なランク変動の可能性が示唆される。また、95%の予測範囲に全データが入っているた

め、大きなセシウム濃度の増加が起きているとは考えにくい。引き続きデータを蓄積し、

傾向を把握する必要があると考えられる。 

令和 6 年度にランクが上昇した海底土の採取地点（表 12-10 及び図 12-17 参照）は 4 地

点（F-P60、E-73、E-7A 及び T-B3）であった。この 4 地点は、それぞれ、A ランク、B*

ランク、B ランク、C ランクとなっている。これらの地点（B ランク以上）は概ね河口から

5 km 以内であり、出水などの影響でセシウム濃度の変動が大きい地点と考えられる。一方、

T-B3 は河口からは離れているが、2 回ほど 95％範囲を超えたセシウム濃度が検出されてい

る。採取した土砂の物性による一時的な濃度変動の可能性も示唆される。このように出水

（主として河口から 5 km 以内）や土砂物性によるセシウム濃度変動が示唆される地点はあ

るものの、同地点のランクが毎年度上昇する傾向は見られない。引き続き評価を継続して、

ランク変動を確認する必要があると考えられる。 

今回適用した評価方法では、一時的な濃度変化によってもランクが変化しうるため、ラ

ンク変動の要因となる濃度変化が継続的なものであるか十分な検討が必要となる。例えば、

令和元年度と令和 6 年度を比較すると、ランクが上昇又は下降した地点は海水で 19 地点、

海底土で 56 地点ある。一方、ランクが一定だった地点数は海水で 322 地点、海底土では

129 地点であった（表 12-11 参照）。したがって、海水・海底土でランク変動がない地点が、

約 94％、約 65％を占めることとなった。複数年の結果を踏まえた評価を実施することによ

って、海域モニタリングの効率化・重点化をより適切に進めることができると考えられる。 
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表 12-9 令和 5 年度調査での評価結果からランクが変化した地点（海水） 

 
 

表 12-10 令和 5 年度調査での評価結果からランクが変化した地点（海底土） 
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表 12-11 令和元年度海域事業から令和 6 年度調査にかけてのランク変化状況 

評価対象 ランク変化 地点数 
海水 

令和元年度と令和 6 年度を比較した際

にランクが上昇 
13 地点  

 

 令和元年度と令和 6 年度を比較した際

にランクが下降 
6 地点 

 

 令和元年度から令和 6 年度までランク

が一定 
322 地点 

   
 令和元年度と令和 6 年度でランクが同

じだが、途中でランクの上昇と下降が

見られた 
2 地点 

海底土 
令和元年度と令和 6 年度を比較した際

にランクが上昇 
23 地点  

 

 令和元年度と令和 6 年度を比較した際

にランクが下降 
33 地点 

 

 令和元年度から令和 6 年度までランク

が一定 
129 地点 

   
 令和元年度と令和 6 年度でランクが同

じだが、途中でランクの上昇と下降が

見られた 
14 地点 
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図 12-16 令和 5 年度調査での評価結果からランクが上昇した地点（海水） 

（上図の破線は 95%予測範囲を示している。下図 36)は測定地点の位置を赤色で示している。) 
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図 12-17 令和 5 年度調査での評価結果からランクが上昇した地点（海底土） 

（上図の破線は 95%予測範囲を示している。下図 36)は測定地点の位置を赤色で示している。) 
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13. まとめ 

 

本報告書では、「令和 6 年度放射性物質測定調査委託費及び原子力施設等防災対策等委託費

（東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の分布データの集約）事業」

で得られた結果について報告した。 

空間線量率に関しては走行サーベイ（原子力機構が測定：主に 80 km 圏内、地方自治体が

測定：岩手県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県及び埼玉県、各 1 回）、定点サーベイ（80 

km 圏内で 1 回）、歩行サーベイ（80 km 圏内で 1 回）、無人ヘリサーベイ（福島第一原発周辺

で 1 回）を実施し、測定結果から空間線量率分布マップを作成するとともに空間線量率の変化

傾向を調べた。令和 5 年度の空間線量率と比べて、いずれの測定による結果もおおむね減少し

たが、減少率は放射性セシウムの半減期から評価した減少率よりも小さく、放射性セシウムに

よる寄与が減少し、多くの地点で空間線量率がバックグラウンドレベルに近づきつつあること

を示唆した。また、固定翼型無人航空機を用いて山間部において基礎性能試験データ取得試験

を実施し、無人航空機の山間部への適用可能性を評価した。 

土壌における放射性セシウムの分布状況に関しては、スクレーパープレート法で採取（80 

km 圏内で 1 回）した土壌試料の分析による土壌中深度分布測定及び可搬型 Ge 検出器を用い

た in-situ 測定による放射性セシウム沈着量の面的調査（80 km 圏内で 1 回）をそれぞれ実施

した。深度分布調査の結果、令和 6 年度に得られた実効的な重量緩衝深度 eff の幾何平均値は、

4.49 g/cm2 であった。放射性セシウム沈着量の面的調査を行い土壌沈着量分布マップ（in-

situ 測定の結果及び空間線量率から評価した沈着量を追加した詳細マップ）を作成した。 

これまで蓄積した 80 km 圏内の空間線量率及び土壌沈着量データを用い、2 項又は 1 項の指

数関数を含む近似による実効半減期を評価した。地上での空間線量率測定では、2 項指数関数

近似による遅い成分（走行サーベイ）と 1 項指数関数近似（定点サーベイ及び歩行サーベイ）

の実効半減期は似通っており、近年においてもセシウム 134 とセシウム 137 の半減期と比較

して速い速度で減少していることが分かった。また、in-situ 測定による土壌中放射性セシウ

ムの沈着量については、セシウム 134 及びセシウム 137 それぞれの実効半減期を評価した。

これらの空間線量率及び沈着量の実効半減期は、令和 5 年度調査において評価した実効半減期

からほとんど変化はなかった。 

階層ベイズ統計手法を用いて、令和 6 年度調査での歩行サーベイ、走行サーベイ及び定点サ

ーベイの測定結果に福島県によるモニタリングメッシュ調査及び原子力規制庁による航空機サ

ーベイの測定結果を加えるとともに令和 5 年度に測定された林野庁調査の結果を減衰補正のう

え統合し、80 km 圏内及び福島県全域の空間線量率分布統合マップを作成した。 

令和 6 年度調査での走行サーベイ、定点サーベイ及び無人ヘリサーベイによる空間線量率及

び in-situ 測定による土壌中放射性セシウムの沈着量の測定結果の分布マップを作成し「放射

性物質モニタリングデータの情報公開サイト」に公開した。また、福島県内 4 町村を対象に詳

細モニタリング結果のマップ化を行った。 

総合モニタリング計画に基づく放射線モニタリング及び環境試料分析として、福島第一原

発の 20 km 以遠において空間線量率、積算線量、大気浮遊じん中放射性物質濃度並びに環境
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試料（土壌及び松葉）中放射性物質濃度を測定した。また、総合モニタリング計画にある実施

項目のうち環境一般（空間線量率、大気浮遊じん、環境土壌、指標植物）を対象に、これまで

に得られた結果について総合評価を行った。 

生活行動パターンに基づいた線量評価については、3 町村を対象に約 480 の生活行動パター

ンを設定しそのパターンごとの空間線量率の積算量を算出した。 

分布状況調査で取得した測定データを CSV（場合によっては Excel®、KMZ）の形式で保存

した。また、当該分野の今後の調査等に活用するため、原子力規制庁や環境省が保有する測定

データの一部を公開資料から抽出し CSV（場合によっては Excel®、KMZ）の形式で保存した。

これらのデータの一部は原子力規制庁の Web サイトにて公開される。 

モニタリングの重要度を相対的に評価するため、福島県及び 80 km 圏内でのスコアマップ

を作成するとともに、過去からのスコアの変化要因について考察し、モニタリング地点の重点

化及び最適化のための基礎評価を実施した。 

海水中のトリチウム濃度の評価結果を報告レベルに従って意思決定者（原子力規制庁）へ

報告した。処理水の海洋への放出前後のトリチウム濃度の変動に着目した解析結果を概説した。

令和 6 年度までに総合モニタリング計画で実施された海域モニタリングの測定結果を集約する

とともに、事故による影響が大きかったセシウム 137 について過去からの変動や濃度などの

測定結果の詳細な解析評価を行った。 

令和 6 年度調査実施期間中、有識者からの助言を得るための技術検討会を 3 回開催した。各

技術検討会の開催日時、出席者、議題等の概要を付録 3 に示す。 
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付録 1 セシウム 137 の深度分布 

セシウム 137 の深度分布 （1/5）                          ※深度分布の変遷から読み取れる除染等の可能性 
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セシウム 137 の深度分布 （2/5）                          ※深度分布の変遷から読み取れる除染等の可能性 
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セシウム 137 の深度分布 （3/5）                          ※深度分布の変遷から読み取れる除染等の可能性 
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セシウム 137 の深度分布 （4/5）                          ※深度分布の変遷から読み取れる除染等の可能性 
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セシウム 137 の深度分布 （5/5）                          ※深度分布の変遷から読み取れる除染等の可能性 
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付録 2 詳細モニタリングでの解析結果 

 

第 9 章にて述べた詳細モニタリングについての解析結果の一例として、大熊町（令和 6 年 8

月 26 日～29 日、9 月 4 日、6 日、9 日測定）に関して実施した解析の結果を以下に示す。 

 

1）令和 6 年度の空間線量率測定結果 
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2）令和 6 年度と令和 5 年度の空間線量率変化量 
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令和 6 年度と令和 5 年度の空間線量率の差（変化量）の分布を見ると、測定を行った全

1,053 メッシュのうち 818 メッシュで令和 6 年度に空間線量率が低くなったことが分かる。 

 

3）令和 6 年度と令和 5 年度の空間線量率変化割合 
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令和 5 年度に対する令和 6 年度の空間線量率の変化割合の分布は、以下のとおりであった。 

 平均値： 93.2%  

 最大値：142.1% 

 最小値： 14.4% 

空間線量率の変化割合が 107.2%gを超え、かつ測定器の誤差を考慮し、変化量が 0.05 µSv/h

以上であったのは以下の 24 メッシュであった。上図（空間線量率変化割合の分布マップ）に

は、当該メッシュを赤字でナンバリングした。 

—————————————————————————————————————————————————————————————————————————————————————— 
g 複数地点で評価した補正係数（走行サーベイ測定結果（車内）を車外での空間線量率に補

正）の変動係数 7.2%を考慮した。 
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上記 24 メッシュの一例として No.4 のメッシュにおける状況を以下に示す。 
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付録 3 令和 6 年度技術検討会の概要 

 

令和 6 年度の「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の分布データ

の集約」に係る技術検討会の概要を以下にまとめる。 

 

 

１）第 1 回 

・日時：令和 6 年 7 月 22 日（月） 13:30〜15:36 

・場所：オンライン会議による 

・出席委員：百島則幸委員長（（一財）九州環境管理協会）、久松俊一委員長代理（（公財）

環境科学技術研究所）、吉田浩子委員（東北大学）、柏倉晋委員（福島県） 

・原子力規制庁出席者：川口悦生、鈴木実、東貴之、川﨑智、河野恭彦、中村夏歩 

・議題： 

１．「放射性物質の分布データの集約事業技術検討会」の開催について 

２．「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の分布データの集約」

事業について 

３．その他 

・配付資料： 

資料第 1-1 号：放射性物質の分布データの集約事業技術検討会の開催について  

資料第 1-2 号：東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の

分布データの集約 

参考資料 1-1：仕様書「放射性物質の分布データの集約」 

・議事内容： 

(1) 資料第 1-1 号に基づき、放射性物質の分布データの集約事業技術検討会の開催につ

いて、に関する説明が行われた。これに対して質疑応答が行われた。 

(2) 資料第 1-2 号に基づき説明が行われ、令和 5 年度実施内容について質疑応答がなさ

れた。 

(3) 事務局からの連絡事項において、次回のスケジュール等に関する説明が行われた。 

 

 

２）第 2 回 

・日時：令和 7 年 1 月 10 日（金） 13:30〜15:00 

・場所：対面（東京都内）とオンラインの併用による 

・出席委員：百島則幸委員長（（一財）九州環境管理協会）、久松俊一委員長代理（（公財）

環境科学技術研究所）、吉田浩子委員（東北大学）、柏倉晋委員（福島県） 

・原子力規制庁出席者：川口悦生、鈴木実、東貴之、川﨑智、中村夏歩 

・議題： 

１．「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の分布データの集約」
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事業について 

２．その他 

・配付資料：  

資料第 2-0 号：放射性物質の分布データの集約事業技術検討会（第 2 回）議事次第 

資料第 2-1 号：東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の

分布データの集約①R６年度の事業結果  

資料第 2-2 号：東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の

分布データの集約②総合モニタリング計画で実施する海域モニタリン

グ結果の妥当性の確認について 

・議事内容： 

(1) 資料第 2-1 号により「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射

性物質の分布データの集約」に関する説明が行われ、第 1 回技術検討会以降の各測

定及び評価結果等について質疑応答がなされた。 

(2) 資料第 2-2 号により「総合モニタリング計画で実施する海域モニタリング結果の妥当

性の確認について」に関する説明が行われ、これに対して質疑応答が行われた。 

 

３）第 3 回 

・日時：令和 7 年 2 月 28 日（金） 13:15〜16:00 

・場所：対面（東京都内）とオンラインの併用による 

・出席委員：百島則幸委員長（（一財）九州環境管理協会）、久松俊一委員長代理（（公財）

環境科学技術研究所）、吉田浩子委員（東北大学）、柏倉晋委員（福島県） 

・原子力規制庁出席者：川口悦生、鈴木実、東貴之、川﨑智、河野恭彦、古川卓也、中村

夏歩 

・議題： 

１．「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の分布データの集約」

事業について 

２．その他 

・配付資料：  

資料第 3-1 号：東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の

分布データの集約①R６年度の陸域におけるモニタリング結果及び

環境放射線モニタリングに関わる総合評価 

資料第 3-2 号：東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の

分布データの集約②総合モニタリング計画で実施する海域モニタリン

グ結果の妥当性の確認について 

・議事内容： 

(1) 資料第 3-1 号により「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射

性物質の分布データの集約」に関する説明が行われ、第 2 回技術検討会以降の各測

定及び評価結果等について質疑応答がなされた。 
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(2) 資料第 3-2 号により「総合モニタリング計画で実施する海域モニタリング結果の妥当

性の確認について」に関する説明が行われ、これに対して質疑応答が行われた。 

(3) 事務局からの連絡事項において、今後のスケジュール等に関する説明が行われた。 

 

 


